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➢ 水道用水供給事業（25市町村）

浄水場 市町村受水タンク
市町村水道事業

浄水場 企業

公共下水道事業（市町村）
放流

下水処理場

➢ 工業用水道事業（6９社）

➢ 流域下水道事業（26市町村(※)）

水源

水源

家庭

宮城県が運営する水道3事業

(※)みやぎ型管理運営方式の対象は21市町村

川
や
海
等
の

公
共
用
水
域

（令和２年４月１日現在）
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宮 城 県 の 水 道 ・ 下 水 道 事 業 で は 、 以 下 の 要 因 か ら 、
料金が上昇すると見込まれています。

人口減少
水道水の利用の減少によ
り収入が減少する見込み

節水型社会
家庭のトイレや洗濯機等
において節水型が普及し、
水道、下水道利用の需
要が減少する見込み

設備・管路の更新
宮城県の水道事業は開始
から約40年が経過し、更新
が必要

水道料金の上昇は避けられない状況

水道事業を取り巻く経営環境
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本格的な管路更新
円/㎥ 円/㎥㎥/日 ㎥/日

水道用水供給事業における水需要と料金の見通し

本格的な管路更新

（シミュレーションによる試算）

今後の水需要の減少を見込み，施設の統廃合や管路のダウンサイジング等により
効率化を図っても、料金上昇は避けられない見通し

※実際の料金は、県と受水市町村による協議が行われた上で県議会での議決により決定されます。

今後の水需要と料金の見通し
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検討経緯①

【平成２６年度】
「宮城県企業局新水道ビジョン」，「水道事業経営管理戦略プラン」，「新経営計画」

を策定・公表する中で，企業局内部において厳しい経営環境に対する危機感の共有

【平成２７年度】
厳しい事業環境を踏まえた今後の「最適な管理・運営」の方式について，企業局内部

で検討を開始 ⇒（方向性）「公共性を担保しつつ民の力を最大限活用」長期・包括
・官民協働運営

【平成２８年度】
「宮城県上水・工水・下水一体型管理運営検討懇話会」（計３回）
➢水道事業や官民連携に精通した各分野の有識者等（弁護士、会計士、シンクタンク、商社、銀行等）
を招き、実現可能性について内部での検討を深めるために開催

⇒「みやぎ型管理運営方式」の大枠を構築
「宮城県上工下水一体官民連携運営検討会」（計４回（～H29年度まで））
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検討経緯②
【平成２９年度】【平成２９年度】
「宮城県上工下水一体官民連携運営検討会」（H29.2／H29.8／H29.10／H30.3）
「みやぎ型管理運営方式導入可能性等調査」
「上工下水デューディリジェンス調査」
⇒「事業概要書」（事業スキーム）を策定・公表

【平成３０年度】
・シンポジウムの開催（H30.7／H30.10／H31.1）
・民間事業者向け現地見学会の開催（H30.5／H30.11／H31.1）
・PPP・PFI導入調整会議（H30.7）
⇒水道法改正を条件に，「PPP/PFI手法による実施が適当」との結論
★改正水道法の成立（H30.12.6）
・政策・財政会議（H30.12.17）
⇒みやぎ型の導入を宮城県として機関決定
「公共施設等運営権設定支援（アドバイザリー）業務」を委託（H31.2.22）
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検討経緯③
【令和元年度】【令和元年度】
・シンポジウム・説明会の開催（R元.7，R2.2）※そのほか出前講座を実施
・民間事業者向け現地見学会の開催（R元.6）
「実施方針（素案）」公表（R元.9）⇒パブリックコメント実施
「実施方針に関する条例改正案」を11月議会に提出・可決（R元.12.17）
「改正条例」公布・施行（R元.12.24）
「実施方針」公表（R元.12.24）
「特定事業の選定」（R2.3.11）
「募集要項」公表⇒公募開始（R2.3.13）
「優先交渉権者選定基準」公表
「要求水準書（案）」公表
「モニタリング基本計画書（案）」公表
「基本協定書（案）」公表
「実施契約書（案）」公表
※この間，PFI検討委員会を随時開催（平成３０年度～これまで計９回開催）
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みやぎ型管理運営方式 目的･基本方針
【目的】
➢ 県が３事業の最終責任を持ち公共サービスとしての信頼性を保ちながら、３事業を一体

として民間の力を最大限活用することにより、経費削減、更新費用の抑制、技術継承、
技術革新等を実現し、持続可能な水道事業経営を確立する。

【基本方針】
〇 ３事業一体での全体最適を目指した長期的視点での運営
➢ ３事業全体を俯瞰した事業運営による厳しい経営環境への対応と、長期的視点での事業

運営による公共サービスの安定性と信頼性の担保
〇 仕様発注ではなく性能発注に基づく施設運営及び事業期間にわたる不断の見直し
➢ 性能発注に基づく民の力の最大活用による適切な施設運営と、新たなノウハウの活用等

による不断の見直しによる質の向上と効率化の達成
〇 責任ある事業運営の担い手としての情報公開・説明義務の履行
➢ 県及び民間事業者による市町村及びユーザー企業に対する説明責任の履行

〇 地域経済の成長、地域社会の持続的発展への貢献
➢ 民間事業者の地元企業との連携や地域人材の雇用等による、地域経済の成長や地域社
会の持続的発展への貢献
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「みやぎ型管理運営方式」区域図
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みやぎ型管理運営方式 対象9事業
（事業区域が重なる、水道用水供給2事業、

工業用水道3事業及び流域下水道4事業）
 水道用水供給事業（2事業）

大崎広域水道事業
仙南・仙塩広域水道事業

 工業用水道事業（3事業）
仙台北部工業用水道事業
仙塩工業用水道事業
仙台圏工業用水道事業

 流域下水道事業（4事業）
仙塩流域下水道事業
阿武隈川下流流域下水道事業
鳴瀬川流域下水道事業
吉田川流域下水道事業

※みやぎ型対象外の流域下水道事業（3事業）
北上川下流流域下水道事業
迫川流域下水道事業
北上川下流東部流域下水道事業

※流域下水道事業の対象事業については、水道用水供給事業・工業用水道事業と区域が重複する4事業が一体運営の効果が最も高いと判断
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みやぎ型管理運営方式（現在との違い）
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4～5年間
従業員の雇用が不安定
人材育成が困難

事業ごと個別に委託
スケールメリットを発揮し難い

仕様発注
【例】
・9時～17時まで働いて

一人いくら…
・点検は月に何回で

一回いくら…
・施設管理のソフトの

仕様はこのように …
・薬品はこの薬を使用…

20年間
従業員の雇用の安定
人材育成、技術継承・革新が可能

対象９事業を一体で契約
（設備の改築・修繕を含む）
スケールメリットの発現効果が拡大

性能発注
【例】
・ＩＴを活用して自動化を図り

少人数で管理できる

・最適で最新のソフトを安く導入

・長期一括調達によって
同じ効果のある薬品を安く購入

契約期間

契約単位

発注方式

現在 みやぎ型管理運営方式



宮城県

12

20年間・水道3事業一体でのスケールメリットに加え、運転管理を担う民間事業者に、
薬品や資材の調達及び設備機器の選定・更新も委ねることにより、大きなコスト削減を
実現しようとするものです。

業務内容
役割分担

備考
現在 みやぎ型

事業の総合的管理・モニタリング 県 県 変わらず
浄水場等の運転管理 民間 民間 既に30年近く民間事業者が実施
薬品・資材の調達 県 民間 民間に移動
設備の修繕・更新工事 県 民間 民間に移動
水道法に基づく水質検査 県 県 変わらず
管路の維持管理
管路・建物の更新工事 県 県 変わらず

現在 みやぎ型

みやぎ型管理運営方式（現在との違い）
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改正水道法について
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改正前

改正法

「公営」または「民営化」しか選択肢がない。

改正により、様々な「官民連携」の選択肢が加わった。

公営（現在の宮城県）

認可上の事業者︓県

施設の所有権︓県

運転管理︓県（民間委託）
維持管理・更新︓県（民間委託）

民営

認可上の事業者︓民間

施設の所有権︓県

運転管理︓民間
維持管理・更新︓民間

「公営」または
「民営」しか
選択肢がない

公営

認可上の事業者︓県

施設の所有権︓県

運転管理︓県（民間委託）
維持管理・更新︓県（民間委託）

民営

認可上の事業者︓民間

施設の所有権︓県

運転管理︓民間
維持管理・更新︓民間

官民連携

認可上の事業者︓県

施設の所有権︓県

運転管理、維持管理・更新
︓県・民間

みやぎ型管理運営方式

国
許可
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料金上昇の抑制効果に期待
「みやぎ型管理運営方式」では、上工下水一体化によるスケールメリット
の発現や、運転管理を担う民間事業者に薬品や資材の調達及び設備機器の
選定も委ねることにより、大きなコスト削減を実現し、料金上昇の抑制を
期待するものです。

管路
（県）

設備更新
（県）

設備維持管理
（委託業者）

現
在

み
や
ぎ
型

管路
（県）

設備更新・維持管理
（運営権者（利潤含む））

コスト
削減

料金・負担金の上昇抑制
県民・市町村へ還元

事業費削減目標について
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【９事業合計】

事業費削減
約247億円

（億円）

９事業合計では約247億円の削減効果

県 ︓1,414
運営権者︓1,653

県 ︓1,464
運営権者︓1,850

（7.4％）

※総事業費は、今後の水量の減少を見込んだ施設の統廃合やダウンサイジングを考慮した金額。

事業費削減目標について

（10.7％削減）
約197億円
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料金の上昇抑制
県民・市町村へ還元

【水道用水供給事業】
 事業費の削減効果をどう取扱うかは受水市町村との調整が必要ですが，仮に，

効果を全て料金に反映した場合の，供給単価の見通しは下表のとおり。
 なお，コスト削減額は事業者からの提案によって確定し，その料金は受水市町村

と協議の上，県議会の議決によって決定されます。

110

120

130

140

150

160

R4-R5 R6-R10 R11-R15 R16-R20 R21-R23

仙南・仙塩広域水道事業

現行体制 みやぎ型導入により期待される効果

110

120

130

140

150

160

R4-R5 R6-R10 R11-R15 R16-R20 R21-R23

大崎広域水道事業

現行体制 みやぎ型導入により期待される効果

水道料金の上昇抑制効果
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令和2年3月
募集要項等公表
～ 公募開始 ～

令和2年5月
第一次審査

（参加資格）

令和2年6～12月
競争的対話

令和3年1月
第二次審査
書類提出

３企業グループが参加

注）上記は令和2年11月時点の予定です。
今後、状況に応じて随時変更される可能性があります。

令和3年3月
第二次審査

（提案審査）

令和3年6月議会
（又は9月議会）

運営権設定
提案・議決

関係法手続
（水道法の許可）

業務引継

PFI検討委員会において
提案を審査・評価
優先交渉権者を選定

事業計画書（BCP含む）
モニタリング実施計画書
→ 県が審査・承認

実施契約の締結

令和4年4月
事業開始
（予定）

事業開始までのスケジュール
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募集要項等について
「みやぎ型管理運営方式」
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一体的な運営を図るため、契約書は1つ。

運営権は9事業ごとに設定し、運営権は9つ。

運営権設定対象施設は9事業の事業用資産の一式
（管路等を除く）。

事業契約と運営権の単位について

19

 令和４年４月１日から20年間
※不可抗力事象の発生や県の計画変更等に限り、県及び運営権者の協議
により5年の範囲内で両者が合意した期間だけ延長することができる。

事業期間について
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運営権対価等について
※事業者選定における競争条件としない。
 設定方法︓事業開始時の一括支払い・固定額。9事業ごと

に設定。
 対価の額︓９事業合計で10億円（補償金免除の繰上償還可

能な企業債残高相当額＋モニタリング費用増分等）。

20
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運営権者収受額等の提案
 事業の実施に必要な額。9事業ごと20年間分の合計額。
 県が設定する上限の範囲内。

県の設定額（上限）
 運営権者に求める事業費の上限額︓1,653億円

【運営権者分︓現行1,850億円 ⇒  みやぎ型1,653億円】
 コスト削減額（削減率）︓197億円（10.7％）

※公募書類では、実施精算となる流域下水道事業の改築費用（上限265億円）と、
それ以外の事業費（上限1,403億円（※運営権対価一括金（現在価値割戻後15億円）
を考慮した金額））に分けて提案を受ける。

・評価は、満点となる県基準額及び内容確認を必要とする調査基準額を設定。
・調査基準額未満の応募者には、算定根拠等内訳の提出やヒアリングを実施す
る。

事業者選定における競争条件について
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定期改定
 実施時期︓概ね5年に1度（県が行う料金等の定期改定に併せて実

施）。
 改定内容︓需要変動・物価変動・法令変更等（税制変更含む）、
及び契約時点で予測不可能な事業環境の変化を反映

 需要変動・物価変動の反映方法︓予め定めた算定式を用いて反映
 料金等の改定は、県が行う。

運営権者収受額の改定について

22
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 以下の3段階のモニタリング体制を構築
 運営権者によるセルフモニタリング
 県によるモニタリング
 第三者機関（※）によるモニタリング

（※）水道事業等に精通した専門家（技術、会計、法務等）で構成

 モニタリングの結果については、毎年度、県のホー
ムページにおいて公開

モニタリングについて

23
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 要求水準違反があった場合の県による対応
要求水準違反への対応について

24

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

上

4万円／日 13万円／日

220万円/日 440万円/日 大崎 ︓3億円/件
仙南・仙塩︓4億円/件

工 40万円/日 70万円/日 ―

下 190万円/日 370万円/日 ―

※内閣府「契約に関するガイドライン」等を参考に設定

県による
対応

レベル１
軽微な不備

(不衛生状態の放置・ユー
ティリティ備蓄の不備等)

レベル２
外部に影響が及ばない中
程度の要求水準違反
（自主点検の未実施等）

レベル３
水質に関する
県基準未達等

レベル４
重度の要求水準違反
（法令違反）

レベル５
安定的な水の供給を
阻害する要求水準違反

勧告 ― ― ― ―

命令 ― ―

命令
(支払命令) レベル１の違約金 レベル２の違約金 レベル３の違約金 レベル４の違約金 レベル５の違約金

 要求水準違反違約金（ペナルティ）



宮城県

審査の方法について
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第一次審査は、資格審査のみ。
審査項目は上下水道事業の実績と資本金額。

第二次審査は、提案審査。

評価 得点
優 配点×1.0
良 配点×0.8

標準 配点×0.6
標準未満 失格

• 評価は「優」、「良」、「標準」、「標準未満」
とし、それぞれに応じた係数を配点に乗じること
で得点を算出するが、１項目でも「標準未満」が
あれば失格とする。

• 提案書の内容及びプレゼンテーションの内容を受け、
委員会が審査を行う。

全体事業方針・
実施体制等

30点

水質管理・運転管理
・保守点検

44点

運営権者提案額
40点

地
域
貢
献
10
点

セルフモニタリング
・危機管理

・事業継続措置
34点

改築・修繕等
42点

【２００点満点】



宮城県
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参加資格について
応募企業及びコンソーシアム構成員のいずれかが、以下の
要件を満たす必要がある。
―水道事業

処理能力日量2.5万立方メートル以上（大臣認可︓現在と同様）の急速ろ過方式の浄
水場施設における運転管理業務を元請として行った実績を同一施設で連続して3年以
上（確実な運営を求めるため複数年の実績︓現在は無し）有していること。

―下水道事業
処理能力日量10万立方メートル以上（対象処理場の規模︓現在と同様）の標準活性
汚泥法と同等以上の処理能力を有する終末処理場における水処理施設の維持管理業務
を元請として行った実績を同一施設で連続して3年以上（確実な運営を求めるため複
数年の実績︓現在は２年）有していること。

代表企業に求める要件
資本金５０億円以上であること。
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外国為替及び外国貿易法第26条第１項第２号に該当しない
者であること。

⇒「外国法令に基づいて設立された法人その他の団体又は外
国に主たる事務所を有する法人その他の団体」でないこと。

参加資格について

第一次審査から第二次審査の間に、競争的対話を実施する。
競争的対話の内容は以下のとおり。
―現場確認及び資料閲覧
―応募者と県及び関係事業者との間での意見交換
―県による実施契約書（案）、要求水準書（案）等の調整

競争的対話の実施について



宮城県

要求水準及びモニタリングについて
「みやぎ型管理運営方式」

28



宮城県
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監視

• 県が適切な要求水準を設定
• 要求水準を充足する具体的運営方法を、運営権者は自らの責任と判断に
おいて設定し、事業を運営

• 要求水準の遵守状況をモニタリングし、結果を運営権者にフィードバックして、
必要に応じて運営方法の見直しを行う

要求水準とモニタリングの関係

要求水準
運営権者に要求する

業務の水準

①運営権者による
モニタリング

運営状況を自ら監視

事業運営
要求水準を充足する

事業運営 運営権者
による

不断の見直し

③（仮称）経営審査委員会によるモニタリング

県等よるモニタリング結果を
運営権者にフィードバック

監視

②県によるモニタリング



宮城県

三段階モニタリングの実施

①運営権者によるモニタリング
• 運営権者は、自らが作成した計画に基づき、本事業の運営状況が要求水準を遵守しているかについて、

モニタリングを実施

③（仮称）経営審査委員会によるモニタリング
• （仮称）経営審査委員会は、運営権者によるモニタリング結果及び県によるモニタリング結果の確認・

監視を行う
• （仮称）経営審査委員会は、本事業の運営状況について、中立的な立場で客観的な評価・分析

を行い、県及び運営権者に対して意見を述べる
• 県及び運営権者は、（仮称）経営審査委員会における意見を尊重して事業運営に当たる

三段階モニタリングによる適切かつ確実な事業運営の確保

報告

監視

②県によるモニタリング
• 県は、運営権者から提出された書面及び会議体において運営権者からの報告を受け、財務状況及び要
求水準の達成状況について確認・監視を行う

• 県が必要と判断した場合は、県は現地確認や抜き打ち検査を実施

監視

30
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（仮称）経営審査委員会

項目 内容
位置付け 宮城県の付属機関として設置

（県条例により位置づけ）
委員 上工下水道事業に精通した専門家（技術、会計、法務等）等で構成

役割 以下の項目等について中立・公平な意見を求める
• 本事業のモニタリング（運営権者によるモニタリング結果及び県によるモニ

タリング結果の確認・監視等）
• 予測困難な環境変化による運営権者収受額の定期改定、臨時改定

時の内容
• 料金改定時の内容
• 改築計画書の内容
• 事業終了時の残存価値相当額 等
• 県と運営権者の紛争内容

費用 （仮称）経営審査委員会に係る費用は県が負担する

31



宮城県
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主要な項目について

①水質
②情報開示
③災害時対応
④財務
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水道水質基準
県の役割

• 水道法に基づく51項目の水質検査
はこれまでどおり県が実施

• 県が独自に設定している13項目に
ついては、法定基準より厳しい県基
準を要求する

• 運営権者が県基準及び運営権者
が設定した管理目標を遵守し、適
正な体制で運転していることを監視、
さらに抜き打ちで検査

• さらに、現在県が実施している168
項目(令和元年度時点)の水質検
査もこれまでどおり県が実施

運営権者の役割
• 13項目については、県基準を満た

すよう運転管理
• すべての水質基準を満足するため

に、さらに厳しい自らの管理目標を
設定

• その管理目標を満たしていることを
常時監視しつつ運転管理

（仮称）経営審査委員会
• 県、運営権者の双方がそれぞれの役割を適正に果たしていることを監視
• 水質が良好に保たれていることを第三者の観点で確認

従来以上に厳しい
万全の体制構築

①水質

33
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水道水質基準

水質基準51項目等から、13項目（うち１項目は残留塩素）について
は、現行体制と同様の県基準の遵守を運営権者に要求

現行体制と同様

県が独自に設定する法定基準
より厳しい基準の遵守を要求

水質基準を満足するために、さ
らに厳しい自らの管理目標を設
定

①水質

法定基準

県基準

管理目標

34



宮城県①水質

水道水質の検査項目
県が法定基準より厳しい県基準を設定する13項目

１ 一般細菌 ８ アルミニウム及びその化合物
２ 濁度 ９ 総トリハロメタン
３ 色度 10 ジクロロ酢酸
４ ヒ素及びその化合物 11 トリクロロ酢酸
５ ジェオスミン 12 ｐＨ値
６ ２－ＭＩＢ 13 残留塩素 ※
７ 有機物（ＴＯＣ）

□主な設定理由
■一般細菌、2MIB、ジェオスミンに関しては、過去の経験値を元に算出し基準値を設定している。
■総トリハロメタン、ジクロロ酢酸、トリクロロ酢酸などの消毒副生成物や、その前駆物質である有

機物（TOC）は受水団体の要望を受け設定している。
■残留塩素は末端に到達する間に消費される事から、そのことを考慮し設定している。
■その他の項目については、原水水質によらず、良質な水質を確保するため，浄水処理過程におい

て県独自に基準を設定している。
※水道法施行規則第17条に規定される項目35



宮城県①水質

市町村受水点における水道水質の遵守を
運営権者に要求 • 51項目の運営権者の水質遵守地点

• 県がこの地点で水質検査を実施
⇒検査結果を運営権者にフィードバック

運営権者の遵守地点（みやぎ型）

現行体制と同様

・県による168項目※の水質検査地点
⇒目標値を超過した場合、県及び運営権
者は原因追記の上、対応策を共に検討

FM

FM
P

FM

FM

FM

FM

FM

FM

取水設備
沈砂池 浄水場 制御弁室

（弁類、計装制御装置）
調整池

手動弁

ポンプ場

テレメーター室
（弁類、計装制御装置）

受水槽等

調整池

【取水・導水施設】 【浄水施設】 【送水施設】 【市町村】

FM︓流量計
管路

現行体制と同様 県の監視地点（現行体制） 県の水質検査地点（現行体制 みやぎ型）
運営権者の監視地点（みやぎ型）

※うち１項目は受水点での項目

水道水質の遵守地点

36



宮城県①水質

FM

FM

P

FM

FM

FM

取水施設
沈砂池 浄水場 弁室

（弁類、計装制御装置）

手動弁

ポンプ場

受水槽等
配水池

【取水・導水施設】 【浄水施設】 【配水施設】 【ユーザー企業】

FM︓流量計
管路

手動弁

県の監視地点（現行体制）

運営権者の遵守地点（みやぎ型）
県の検査地点（現行体制）

• 運営権者の水質遵守地点
• 水質基準は現行体制と同様※

現行体制と同様

※仙台北部工業用水道事業においては、本事業開始前に濁度低減処理施設を稼働予定であり、
当該施設稼働後の水質基準を運営権者に要求するものとする

運営権者の監視地点（みやぎ型）

工業用水の水質及び遵守地点

37



宮城県①水質

FM

ポンプ場
（マンホールポンプ含む）

手動弁 浄化センター

【排水施設】 【処理施設】

FM︓流量計

管路

FM

FM
マンホール及びマンホール蓋

市町村下水道施設

公共用水域

放流渠

県の監視地点（現行体制） 県の検査地点（現行体制）
• 運営権者の水質遵守地点
• 水質に係る43法定項目のうち
6項目については県基準を設定

現行体制と同様

運営権者の遵守地点（みやぎ型）運営権者の監視地点（みやぎ型）

下水道の水質及び遵守地点

38
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情報公開

事業の実施状況・運営権者の経営状況の透明性を確保

県の役割

• 水道水質、財務状況等のモニタリン
グ結果の公表（県ホームページ
等）

• 情報公開条例に基づく情報開示

運営権者の役割

• 県が指定する事項の公表
 事業計画
 財務諸表
 維持管理報告書 等

• さらに自主的・積極的に情報を公表

（仮称）経営審査委員会による監視

②情報公開

39
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災害時の対応フロー

県が主体的に運営権者と協力して被害状況等を調査
それぞれの被害状況の対応について協議

関係市町村・工業用水使用者等との連絡調整

災害復旧の制度※を活用し、
県が主体となって復旧・復興業務を行う

災害の発生

人員の派遣等が必要となった場合には、日本水道協
会員の相互応援協定、工業用水道及び下水道に係
る災害支援協定等（※）により応急復旧等を実施

※運営権者が建設した施設も含め県が所有権を持つため、現在の災害
復旧の制度を活用できる。

災害復旧制度の
対象となるもの

災害復旧制度の
対象とならないもの

運営権者がこれまでどおり維
持管理の範疇で対応

③災害時対応

（※）東北地域における工業用水道災害時等の相互応援に関する協定、
日本下水道施設管理業協会及び日本下水道管路管理業協会との災害等支援協定 等40
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財務

運営権者の経営の健全性を確保

（仮称）経営審査委員会による監視

県の役割
• 事業計画の審査
• 月次・四半期・年次で運営権者

の財務状況をモニタリング
• 事業計画と乖離が生じている場

合には原因の特定と改善指導

運営権者の役割
• 事業計画の作成及び計画に基づ

く運営
• 財務健全性に係る指標の月次セ

ルフチェック
• 年度ごとの財務書類作成と財務

状況のセルフチェック
• 会計監査人による監査を受ける

④財務
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事業の継続性

①事業者選定での十分な審査
・事業計画の適正性
・実績や実施体制等を含めた評価項目（単なる価格競争ではない）
・事業の継続性を担保する措置の提案を求める
・条例に基づく宮城県民間資金等活用事業検討委員会による審査（委員は有識
者から構成）

②経営状況のモニタリング
・県が運営権者の経営状況等をモニタリング
・専門家等で構成される（仮称）経営審査委員会によるモニタリング
⇒問題がある場合は改善指導

③それでも万が一、運営権者が事業撤退することとなった場合
・運営権者には、県又は県の指定する者への業務引継ぎを義務付け
・引継ぎが完了するまでの間、運営権者の責任で事業を継続することを義務付け
・事業の継続性を担保する措置の実行

④財務
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不安の声にお応えして
「みやぎ型管理運営方式」

43



宮城県〇 県民の皆様からの不安の声

44

Q１．飲料水の安全・安心は確保されるのか︖

Q２．料金の決定方法は︖

Q３．地元企業の仕事が無くなるのでは︖

Q４．海外では再公営化が主流と聞いたが︖

Q５．海外の再公営化事例から得られる教訓と
「みやぎ型」での対応は︖



宮城県

 みやぎ型では、県が水道事業の最終責任を持ちます。
 水道法に規定される水質検査は、引き続き県が実施し、試験項目や方法、頻度

は変わりません。
 みやぎ型では「性能発注」とすることで、先進的な機器の導入等による、低コストで

より高度な管理・監視体制を期待しています。
 運営権者が実施する水質試験については、
現行と同等以上の試験項目・方法・頻度
を要求水準で求めています。

A1. 飲料水の安全・安心は確保されるのか︖

45

運営権者の自由裁量によって、水質管理が低下するのでは︖
 運営権者が応募時に提案する水質管理体制は、契約書の一部を構成し、

事業開始後はそれを遵守する義務が生じます。
 現行体制未満と評価される提案は、その時点で失格となります。
 要求水準を満たさなかった場合の罰則も契約書で規定しており、新たに、

県による「抜き打ち検査」を実施します。

同じ検査機器であれば、試験項目・
方法・頻度は、現行と同数以上実施
することが、同等以上の条件となる。
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いままでと変わらず、県が責任をもって料金決定の透明性を
確保します。
 議会決議による料金決定の透明性確保

県と運営権者
による協議 県と市町村による協議 県議会議決

第三者機関
（仮称）経営審査委員会

からの意見

県と市町村による協議、
議会議決はこれまでと
変わりません。

料金は以下のプロセスを経て慎重に決定されます。

料金改定には県議会議決等を必要とします。

A２. 料金の決定方法は︖

46

 運営権者が収受する額の改定にあたっては、
需要変動（契約水量の見通し等）や物価変動、動力費変動等に
限定して、前以て定めた算定式に基づいて行う。
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管路の維持管理業務や更新工事は地元企業が担っていますが、
これらの業務は引き続き県が担い、いままで通り地元企業の皆様
にも受注いただけます。

水処理設備の修繕と更新は運営権者が担いますが、それらはこれ
までも大手メーカーが実施してきています。

なお、みやぎ型では地元企業との連携、地域人材の雇用等、地
域経済の成長や地域社会の持続的発展に貢献する事業者は、
優先交渉権者の選定時に評価の対象となります。

A３. 地元企業の仕事が無くなるのでは︖
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宮城県

 右図はフランス国内の水道事業において、1998年～2011年の
間で契約更新した水道事業（4,729）の内訳です。

 全体のうち96.8％が民間活用（コンセッション等）のまま
契約更新が行われています。

 一方、再公営化された契約はわずか1.1%となっています。

【第４回水道施設運営等事業の実施に関する検討会資料（厚生労働省）より】

A４. 海外では再公営化が主流と聞いたが︖
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 左図はフランス国内の水道事業で2010
年～2015年の間で運営方式を変更した
水道事業の数です。

 いずれも６８件ずつであり、一方的に
再公営化が進んでいる訳ではありません。



宮城県

【平成２６年度新水道ビジョン推進支援に伴う調査業務報告書（厚生労働省）より】

A４. 海外では再公営化が主流と聞いたが︖
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宮城県

【平成２６年度新水道ビジョン推進支援に伴う調査業務報告書（厚生労働省）より】

教訓
➌

50

A５．海外の再公営化事例から得られる教訓と
「みやぎ型」での対応は︖

以上のような教訓を踏まえ、「みやぎ型管理運営方式」では、
現在の宮城県の状況に合った制度を構築しました。

教訓
➋

教訓
❶



宮城県

事業者選定での十分な審査
 事業計画の適正性
 実績や実施体制等を含めて評価

（単なる価格競争ではない）
 事業継続措置の提案を求める
 専門家のＰＦＩ検討委員会による審査

事業開始後の料金高騰や経営破綻を防止

教訓❶

事業計画の妥当性確認
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A５．海外の再公営化事例から得られる教訓と
「みやぎ型」での対応は︖



宮城県

監視・モニタリング体制の充実

三段階のモニタリング体制を構築
① 運営権者によるセルフモニタリング
② 県によるモニタリング
③ 専門家の第三者機関によるモニタリング

教訓➋

適切かつ確実な事業運営を確保
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A５．海外の再公営化事例から得られる教訓と
「みやぎ型」での対応は︖



宮城県

料金設定条件と改定方法の明確化

料金改定条件を明確化し議会により決定
 運営権者収受額の改定条件を限定

（需要変動、物価変動、法令等変更）
 予め定めた計算式により算定
 県議会の議決により決定

料金改定の透明性を確保

A５．海外の再公営化事例から得られる教訓と
「みやぎ型」での対応は︖
教訓➌
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宮城県

終わり
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